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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値を継続的に高めていくために不可欠な経営統治機能と位置づけており、コ
ーポレート・ガバナンス体制の強化及び充実に努めております。また、迅速かつ適切なディスクロージャー（情報開示）の実施と、意思決定におけ
る透明性及び公平性を確保することがバランスのとれた経営判断につながり、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるうえで重要であると考
えております。

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、取締役会の適時適切な意思決定により、各取締役がその担当職務の執行を迅速に行える体制を整え
ております。また、当社は少人数小規模組織ではあるものの、社内規程や業務マニュアルを制定し、その規程等に従って業務活動を行っておりま
す。これらの経営上の意思決定や業務活動については、定期的な監査等委員会監査および内部監査により内部統制を働かせております。

引き続き、健全な倫理観に基づくコンプライアンス体制を徹底し、株主、投資家および事業パートナーをはじめとするステークホルダー（利害関係
者）の信頼を得て、事業展開を行って参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年6月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【補充原則１－２④】

当社は、インターネットによる議決権行使には対応しているものの、議決権電子行使プラットフォームの利用及び招集通知の英訳については、行
っておりません。機関投資家が議決権行使を行いやすい環境の整備や海外株主に向けた英文による情報提供が必要と認識しており、今後、機関
投資家や海外投資家の持株比率等を踏まえ検討してまいります。

【原則２－４及び補充原則２－４①】

当社は、優秀な人材については、性別、国籍等の属性に依ることなく、期待する役割に応じた能力と実績により判断するものとし、すべての社員に
平等な評価及び登用の機会を設けているため、属性毎の目標数値は掲げていません。

しかし、実績としては、現在、当社の人員構成は多様な職歴をもつ中途採用者が 8割以上、女性の割合が約4割を占めており、管理職に占める中

途採用者の割合は10割、女性の割合は2割以上となっております。

【補充原則３－１②】

当社は、英語での情報開示については現状の外国人株式保有比率を勘案して実施しておりませんが、今後の外国人株式保有比率などを踏まえ
導入を検討してまいります。

【補充原則３－１③】

現在のところ、気候変動問題が当社の事業活動に重大な影響を及ぼす可能性は低いと見込んでいることから、TCFDに基づく開示等については
行っておりません。しかしながら、気候変動問題への対処は、安定的な経済発展や国民生活の基盤確保等において重要な取り組みであると捉え
ており、今後、人的資本や知的財産への投資等を含め、自社のサステナビリティについての具体的な取り組みについて検討してまいります。

【補充原則４－１③】

当社の取締役会は、現在、代表取締役の後継者の計画については、具体的な監督は実施しておりません。また、社歴や代表取締役の年齢等を
踏まえ、喫緊の課題として後継者の育成計画について取締役会で具体的な議論は行っておりませんが、今後、その具体的なあり方について検討
してまいります。

【補充原則４－２②】

３－１③ に記載のとおり、今後、自社のサステナビリティについての具体的な取り組みについて検討してまいります。

【原則４－１１及び補充原則４－１１①】

各取締役のスキル・マトリックスは開示しておりませんが、召集通知及び有価証券報告書に記載している役職、経歴、選任理由により各取締役の
役割、経験等は理解できるものと考えております。また、社外取締役には、他社の経営経験を有するもの、長年の監査役経験を有するもの、税務
会計に関する高い専門性を有するもの、法律に関する高い専門性を有するものなどを選任しており、取締役会の役割・責務を実効的に果たすこと
が出来る構成であると考えております。

【補充原則４－１１③】

当社は、社外取締役を含む各取締役の意見等に基づき、取締役会の機能向上に努めておりますが、現時点においては取締役会全体の実効性に
ついての分析・評価は実施しておりません。今後、取締役会の実効性に関する分析・評価の実施及びその結果の開示については検討してまいり
ます。

【原則５－２及び補充原則５－２①】

当社の属する宿泊旅行市場は、技術革新や業界の変遷が激しい分野であり、将来収益を見通すことが困難であるため、単年度計画を重視してお
り、定量的な中長期計画を掲げることは、必ずしもステークホルダーの適切な判断に資するものではないと考えております。



従って、当社では中期経営計画における数値目標、収益力・資本効率等に関する目標の開示も行っておりませんが、今後、開示については検討
を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

当社は、現在、政策保有株式の保有はありません。事業上の連携強化が見込まれる場合等、当社の企業価値の維持又は向上に資すると判断し
た場合に保有することがあります。議決権行使にあたっては、発行会社の経営方針及び当社との関係性を踏まえた上で、当社の企業価値向上に
資するものであるか否かを総合的に判断し、適切に行使いたします。

【原則１－７】

当社では、関連当事者間の取引が生じる場合には、事前に取締役会にて審議・決議を行うこととしております。また、全役員に対し、当社との取引
の有無について、「関連当事者取引に係る調査回答書」による調査・把握を年１回実施しております。

【原則２－６】

当社は、現時点において企業年金等を導入していないため、当社のアセットオーナーとしての企業年金への関与はありません。

【原則３－１】

（1）当社の経営理念等を、当社ホームページ及び決算説明資料等により開示しております。中期経営計画につきましては、策定はしておりますが
、当社が属する宿泊観光業界の市場変化のスピードが速く、単年度計画を重視していることから開示は行っておりません。

（2）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方については、コードの各原則を踏まえ、コーポレート・ガバナンス報告書及び有価証券報告
書にて開示しております。

（3）取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬の総額は、株主総会の決議を得ており、各取締役の報酬は、株主総会が決定し
た報酬総額の限度内において、各取締役による業績達成及び各業務執行状況を基礎として、構成員の過半数を独立社外取締役とする指名報酬
委員会への諮問・答申を経て、取締役会で決定します。監査等委員である取締役の報酬については、総額を株主総会の決議を得ており、各監査
等委員報酬の配分については、監査等委員の協議により決定することとしております。

（4）経営陣幹部の選解任と取締役及び監査等委員である取締役の指名にあたっては、人格、経験、能力及び知見等を総合的に判断し、その職務
と責任を全うできる適任者を選定することとし、取締役候補者は取締役会において、独立社外取締役の意見を踏まえ、その適任性等について検
討し、監査等委員である取締役候補者は監査等委員会の協議及び同意を得て、取締役会での審議のうえ、株主総会に上程し決定しております。

（5）経営陣幹部の選解任と取締役及び監査等委員である取締役の指名にあたって、個々の経歴等、個々の選任・指名に関する説明は、株主総会
招集ご通知に記載しております。

【補充原則４－１①】

取締役会では、会社法・その他法令及び定款に定める事項のほか経営に関する重要事項として取締役会規程に定められた事項の決定を行って
おります。取締役会が決定する事項以外の意思決定については、意思決定の迅速性の観点から「稟議規程」、「組織規程」及び「職務権限規程」
に基づき権限移譲を行っております。

【原則４－９】

当社は、東京証券取引所が定める独立性に関する判断基準を充たしていることに加え、企業経営に関する豊富な経験や高い専門性・見識を重視
し、独立社外取締役の候補者として選定しております。

【補充原則４－１１①】

当社の取締役の選任については、性別、年齢、国籍等の区別なく、個々の実績、人格、識見、経営者としてのバランス感覚、能力等を総合的に勘
案し、その職務と責任を全うできる適任者を指名することを基本方針とし、また当社の事業規模に照らして５名程度の取締役による取締役会を構
成することとし、この方針に基づき選任しています。

【補充原則４－１１②】

当社の取締役の兼任状況につきましては、「株主総会招集ご通知」や有価証券報告書等に開示しております。また、兼任数は、その役割・責務を
適切に果たすために必要となる時間・労力を十分に確保できる合理的な範囲にあると考えております。

【補充原則４－１１③】

本報告書Ⅰ 「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」欄をご参照ください。

【補充原則４－１４②】

当社は、取締役が自らの役割と責務を十分に果たすべく、各人の判断で必要な知識の習得を基本としておりますが、社外取締役を含む新任取締
役に対し、当社の経営方針や事業全般の説明を行い、当社に関する知識の習得を支援する方針です。また、取締役の業務を行うにあたって、必
要な知識を習得するための外部研修等に関する費用を負担することで、取締役としての役割及び責務について理解を深めるための支援を行う方
針です。

【原則５－１】

株主・投資家の皆様とのコミュニケーションの機会として、株主総会をはじめ、アナリスト・機関投資家向けの説明会を本決算及び第２四半期の決
算発表時などに開催し、企業経営や事業活動について説明しております。

このほかに、国内外のアナリスト・機関投資家向けには、個別ミーティングや取材の場を適宜設けて対応しております。個人株主・個人投資家から
の電話・メールによる対話については、インサイダー情報に抵触しないよう開示済みの情報を基に合理的な範囲で、説明回答しております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

渡邉　哲男 3,873,000 59.78

JP MORGAN CHASE BANK 380055 363,300 5.61

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 227,800 3.52

JP MORGAN CHASE BANK 385632 205,500 3.17

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 169,900 2.62

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 84,691 1.31

OLD WESTBURY SMALL AND MID CAP STRATEGIES FUND 81,400 1.26

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 77,300 1.19

BBH/DESTINATIONS INTERNATIONAL EQUITY FUND / WASATCH ADVISORS 66,200 1.02

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 51,300 0.79

支配株主（親会社を除く）の有無 渡邉　哲男

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況における所有株式数は、2021年６月30日現在のものであります。

2020年12月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アーチザン・インベストメンツ・ジーピー・エルシーシー(Artisan Investm

ents GP LLC)が2020年11月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができません ので、上記大株主の状況には含めておりません。 なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりでありま

す。

氏名又は名称：アーチザン・インベストメン ツ・ジーピー・エルシーシー

住所：アメリカ合衆国53202ウィスコンシン州 ミルウォーキー、スウィート800、 ウィスコンシン・アヴェニュー875E

保有株券等の数 (株)：484,200

株券等保有割合 (%) ：7.47

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 6 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、支配株主との間で取引を行っておらず、今後も取引を行うことを予定しておりませんが、当該取引を行う場合には、取引条件を一般の取
引条件と同等の条件に照らし合わせて決定し、かつ、公正で適切な取引関係の維持に努めることにより、少数株主の利益を害することのないよう
に対応いたします。また、関連当事者取引については、取引の際に取締役会の承認を必要としております。このような運用を行うことで、関連当事
者取引を取締役会において適時把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除する体制を構築、履行しております。



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 6 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鈴木一夫 弁護士

長又義郎 他の会社の出身者

山本祐紀 税理士

洲崎智広 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木一夫 　 ○ ―――

弁護士として培われた法律知識と幅広い見識
を当社の経営の監督等に十分活かせると考え
ているためであります。

[独立役員指定理由]

東京証券取引所の定める独立性の判断基準
に照らしても、十分な独立性を有しており、一般
株主と利益相反が生じる恐れがないと判断した
ことから、独立役員として選任しています。

長又義郎 ○ ○ ―――

長年にわたる監査役としての経験と、当社経営
及び業務全般に渡る深い知識と理解が、当社
の監査・監督に十分活かせると考えているため
であります。

[独立役員指定理由]

東京証券取引所の定める独立性の判断基準
に照らしても、十分な独立性を有しており、一般
株主と利益相反が生じる恐れがないと判断した
ことから、独立役員として選任しています。

山本祐紀 ○ ○ ―――

税理士としての専門的知識及び幅広い見識、
そして豊富な経営経験が、当社の監査・監督に
十分活かせると考えているためであります。

[独立役員指定理由]

東京証券取引所の定める独立性の判断基準
に照らしても、十分な独立性を有しており、一般
株主と利益相反が生じる恐れがないと判断した
ことから、独立役員として選任しています。

洲崎智広 ○ ○ ―――

他社における役員等の豊富な経験と見識が、
当社の監査・監督に十分活かせると考えている
ためであります。

[独立役員指定理由]

東京証券取引所の定める独立性の判断基準
に照らしても、十分な独立性を有しており、一般
株主と利益相反が生じる恐れがないと判断した
ことから、独立役員として選任しています。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務は、経営企画室において補助することとしています。監査等委員会の職務を補助する使用人の職務については、取締役から
の独立性を確保するものとし、任命、異動、人事考課などについては、監査等委員会の同意を得た上で決定するものとします。



監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は、会社における不祥事及び誤謬等のリスクを未然に防止するため、内部監査担当者が内部監査を行っております。代表取締役社長から直
接任命された内部監査担当者は、業務活動に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等について監査結
果を代表取締役社長に対して報告するとともに、業務活動の改善及び適切な運営に向け具体的な助言や勧告を行っております。監査等委員会は
内部監査責任者より、監査計画、監査実施状況、監査結果につき報告を受け、適時に内部監査状況を把握できる体制になっております。また、監
査等委員会は四半期毎に有限責任監査法人トーマツより監査結果の報告を受け、情報交換を行い連携をとっております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

取締役の指名ならびに報酬等について、社外取締役の知見および助言を適切に確保し審議することにより、指名・報酬等に関する決定プロセス
の公平性・透明性・独立性の強化を行い、コーポレート・ガバナンス機能の更なる充実を図ることを目的に、取締役会の任意の諮問機関として、20
21年11月に指名・報酬委員会を設置しました。

委員会は代表取締役1名及び独立社外取締役２名の計３名により構成され、独立社外取締役が過半数を占めています。指名・報酬委員会は、取
締役会の諮問に基づき、主に次に掲げる事項について審議し、答申を行います。

（１）取締役の選任・解任（株主総会決議事項）に関する事項

（２）代表取締役の選定・解職に関する事項

（３）役付取締役の選定・解職に関する事項

（４）取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等に関する事項

（５）取締役（監査等委員である取締役）の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項

（６）その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他



該当項目に関する補足説明

譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。株価変動のメリットとリスクを株主の皆様とより一層共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献
意欲を従来以上に高めるためという主旨のもと導入しました。

なお、譲渡制限付株式報酬の付与対象者は、当社の取締役及び執行役員（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）です。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上の者が存在していないため、報酬の個別開示は実施しておりません。

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）及び社外取締役の報酬は、それぞれ総額にて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と
連動した報酬体系とし、個々の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基
本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬および株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役に
ついては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

２．報酬枠範囲内での基本報酬(金銭報酬)の個人別報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、2021 年9月17日開催の当社第18回定時株主総会において決議された報酬枠範

囲内で、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決
定するものとする。

＜報酬限度額＞

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、年額400百万円以内(うち、社外取締役分は年額30百万円以内)。なお、取締役の報
酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとする。

３．非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

非金銭報酬等は譲渡制限付株式とし、2021 年9月17日開催の当社第18回定時株主総会で決議された以下の報酬枠の範囲内で、対象者の貢献

度等諸般の事項を総合的に勘案の上、取締役会で決定するものとする。

＜譲渡制限付株式報酬枠範囲＞

・譲渡制限付株式に関する報酬等として給付する金銭報酬債権の年間総額：2,000万円以内

・各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の総数の上限：23,000 株

・譲渡制限付株式の譲渡制限期間：３年間から５年間までの間

・報酬の対象期間：定時株主総会から次の定時株主総会の期間

４．金銭報酬の額及び非金銭報酬等の額の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、
総合的に勘案して決定するものとする。

５．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額及び株式報酬の割当株式数については、株主総会で決定する限度内で役位、職責、在任年数に応じて他社水準も考慮しながら
経営内容および経済情勢を勘案し、取締役会にて審議、決議する。　



【社外取締役のサポート体制】

社外取締役は、取締役会のほか重要な会議に出席し、必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることができます。また経営に重
要な影響を与える、また与える可能性のある事項に関しては、取締役より適時、情報伝達を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役会

取締役会については、経営環境の変化への迅速な対応をすべく、毎月の定例開催のほか必要に応じ随時開催しており、十分に議論を尽くした上
で業務の執行を決定しております。

２．監査等委員会

当社の監査等委員会は、常勤監査等委員１名と非常勤監査等委員２名（社外取締役３名）で構成しており、毎月１回以上の監査等委員会を開催
するとともに、取締役の法令・定款遵守状況及び職務執行状況を監査し、業務監査及び会計監査が有効に実施されるように努めております。また
、監査等委員会は、コーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、取締役会への出席、監査等委員会監査の実施を行っております。

３．内部監査の状況

内部監査については、適切かつ円滑な業務活動の実現のため、内部監査計画を策定の上で監査を定期的に実施しております。また、監査結果
の報告を代表取締役に行い、内部監査で発見された問題点に基づき、改善指示がなされた場合にはフォローアップ内部監査の実施により、改善
状況の確認を随時行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は2021年９月17日、監査等委員会設置会社へ移行し、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員である取締役を取締役会の構成員とす
ることで、取締役に対する監視・チェック機能を強化し、コンプライアンス及びリスク管理の徹底を図ることで、コーポレート・ガバナンスのさらなる充
実に取り組んでおります。当社経営の意思決定機関である取締役会には、社外取締役４名が出席しており、外部からの監視及び監督機能を果た
しております。また、監査等委員会は社内においては内部監査室と連携を図り、外部においては会計監査人との連携を図っており、監査体制は適
正に保たれていると考えております。さらに内部監査担当者は、内部監査を実施し、内部統制システムが有効に機能しているかを定期的に検証し
ており、その改善に努めております。以上より、業務執行及び経営の監督が有効かつ効率的に機能するとの認識のもと現在の体制を採用しており
ます。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主が株主総会の議案を十分に審議できるよう、招集通知の早期発送及び開示に努め
ております。2021年９月17日開催の第18回定時株主総会の招集通知は８月31日に発送。
また、８月26日に東京証券取引所のTDnet及び当社ウェブサイトにおいて早期開示を行っ
ております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主の皆様に参加頂けるよう、開催日の設定に関しては集中日を避けるよう留
意して取り組みます。

電磁的方法による議決権の行使
議決権行使の選択肢、利便性を増し、多くの株主の皆様に議決権行使を行っていただけ
るように、2021年９月開催の定時株主総会より、電磁的方法（インターネット）により議決権
を行使できるようにしております。

その他
株主総会招集通知については、ホームページ等への掲載を行い、確認を容易にしており
ます。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社コーポレートサイトに掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

中間決算および本決算発表時に、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会
を開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内投資家向け情報ページ（https://www.temairazu.com/ir/n
ews）にて、決算情報以外の適時開示資料、決算情報、株式情報、株価情報、
電子公告、ＩＲポリシーを掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 当社のＩＲについては、経営企画室が担当部署となっております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、クライアント、取引先、株主、従業員等、当社のステークホルダーに対して、適時
適切に会社情報を提供することが重要であると認識しております。当社ホームページおよ
び会社説明会等を通じて情報提供を行っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社は、職務の執行が、法令、定款ならびに社会規範・倫理、社内規程等に適合することを確保し、適正かつ健全に行われるためのコンプライア
ンス体制を構築いたします。コンプライアンス体制の徹底をはかるため、経営企画室が全社横断的なコンプライアンス体制の整備と問題点の把握
に努めます。また内部監査担当者は、内部監査規程に基づき、各部署の職務執行に関するコンプライアンスの遵守状況等について監査し、その
内容について代表取締役および監査等委員会に報告いたします。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

当社は、取締役の職務執行に係る情報について、文書または電磁的媒体に記録し、法令及び社内規程に従い適切に保存・管理いたします。取締
役、監査等委員会および内部監査担当者から要請があった場合には、速やかに閲覧に供することとします。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な損失を与えるおそれのあるリスク（コンプライアンス、財務、法務、環境、品質、災害、情報セキュリティ等）については、それぞれの対
応部署にて、規程・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応

は経営企画室が行い、その実効性を確保いたします。新たに生じた重要なリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役
を定めるものとします。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の役割分担、各部署の職務分掌、指揮命令系統、権限ならびに意思決定のルールを職務分掌規程、職務権限規程等に明確に定め、
適切に権限を委譲し効率的に職務を遂行いたします。取締役会で決議すべき事項および承認すべき事項は取締役会規程に定め、その他の重要
事項の審議もしくは決定を行う機関として、関連する社内規程に従い各機関を設置いたします。

（２）中期経営計画及び単年度の経営計画に基づき、各部署において目標達成に向けて職務を遂行することとし、毎月開催される取締役会におい
て月次業績のレビューを行い、必要に応じて改善策、目標修正を講じます。

５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、企業グループ全体における業務の適正かつ効率的な業務運営を確保するため、関係会社管理規程に基づき、子会社を適切に管理いた
します。また、内部監査担当者は必要に応じて、グループ全体の内部統制の有効性について監査を行います。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する
事項

当社は、監査等委員会が職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、内部監査担当者と協議の上、適宜、専任または兼任による使用人を置
くこととします。また監査等委員会の職務を補助する使用人の職務については、取締役からの独立性を確保するものとし、任命、異動、人事考課
などについては、監査等委員会の同意を得た上で決定するものとします。

７．取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

取締役は、法定の事項以外に、取締役の不正行為、法令・定款違反等重要な事項については、監査等委員会に対し、直ちに報告を行うものとしま
す。また、監査等委員会は、取締役会のほか重要な会議に出席し、必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることができることとし



ます。さらに、監査等委員会に報告をした者に対し報告をしたことを理由として不利な扱いをしないこととします。

８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または、債務の処理に
係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の請求をしたときは、当該費用が監査等委員の職務に必要でないと認められ
た場合を除き、これに応じるものとします。

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、会計監査人、内部監査担当者とそれぞれ定期的に意見・情報交換を行い、連携して当社および当社グループの監査の実効性
を確保するものとします。また、監査等委員会は職務の遂行に必要と判断したときは、前項に定めのない事項に関しても、取締役および使用人な
らびに会計監査人に対して報告を求めることができることとします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、いかなる場合においても反社会的勢力及びその関係者とは取引や交際をせず、金銭その他の経済的利益を提供しないこと、また、反社
会的勢力に対しては組織的に対応することとしております。

社内体制としましては、反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括する部署が、反社会的勢力に関する情報を一元管理し、反社
会的勢力との関係を遮断するための組織的取組みを支援するとともに、警察庁・都道府県警察本部等との連携等を行なうこととしております。反
社会的勢力からの不当な要求に対しては、経営企画室は上記機関に相談し対応することとしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




